
雇用調整助成金
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申請書の書き方のポイント
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雇用調整助成金
対象者が雇用保険被保険者の場合
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様式第１号（１）
・事業主の印を忘れる方がおりますのでご注意下さい。

⇒ 一般事業主の場合は、事業主が指定した雇用調整の初日
から起算して１年間となります。

・①（３）対象期間

例えば、事業主が指定した初日が令和２年５月１０日ならば、終期は令和３年５月

９日となります。

・③（２）休業予定の対象労働者実人員

⇒ 休業を予定する雇用保険被保険者となる者の人数

※今般の特例措置により計画届の提出は初回のみとなっております。
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新様式特第４号

・事業主の印を忘れる方がおりますのでご注意下さい。

・表にある「Ａ判定期間の指標」

例えば、初回提出届提出が令和２年５月の場合は令和２年４月１日～３０日

⇒ 新型コロナウイルス感染症の影響の場合、初回計画届
提出の前月
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新様式特第４号

⇒ 事業所設置１年以上の場合は、原則、前年度同月

・表にある「Ｂ Ａに対する期間の指標」

例えば、Ａ判定期間が令和２年４月の場合は平成３１年４月１日～３０日

⇒ 事業所設置１年未満の場合は、令和元年１２月から
Ａ判定期間の前月を任意に選択

例えば、Ａ判定期間が令和２年４月の場合は平成３１年４月～令和２年３月を任意に選択
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※５月１日現在 Ａ判定期間の前月から１年以内の月を任意に選択

例えば、Ａ判定期間が令和２年４月の場合は平成３１年１２月～令和２年３月を

任意に選択



新様式特第４号

・生産指標について

⇒ 製造業の売上高や生産量等ほか、ホテル・旅館等の客数や
予約状況等業種により、把握できる指標を提示して下さい。

⇒ 把握が可能ならば事業主がお持ちの書類のコピーや手書きの
ものでも添付可としております。
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新様式特第７号

・事業主の印を忘れる方がおりますのでご注意下さい。

・自動計算用と手書き用を用意しております。

・①（６）対象労働者

→解雇を予告されている被保険者

⇒ 雇用保険被保険者のうち以下の者を除きます。

→退職届を提出した被保険者

→事業主の対象勧奨に応じた被保険者

→日雇労働被保険者である者

（解雇その他離職の日の翌日において安定した職業に就くことが明らかな者を除く）
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新様式特第８号
・「（１）前年度１年間の雇用保険の算定基礎となる賃金総額」欄

→新様式特第４号の「Ｂ Ａに対する期間の対象」におい
て、任意に選択した月の雇用保険被保険者の賃金総額に
１２箇月を乗じた額

⇒ 該当年度の労働保険概算・確定保険料申告書（様式６号）
を準備して下さい。

→⑧保険料算定基礎額のうち「確定保険算定の内訳」の
「雇用保険分 雇用保険法適用者分」の（ハ）を転記し
て下さい。（千円未満切り捨て）

⇒ 設置１年未満の事業主の賃金総額

15



新様式特第８号

・「（２）前年度１年間の１箇月平均の雇用保険被保険者数」欄

⇒ 前年度の各月末時点の雇用保険被保険者数の月平均
（小数点以下切り捨て）
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※助成金の助成額の上限は８，３３０円です。



新様式特第８号

・「（３）前年度の年間所定労働日数」欄

⇒ 就業規則等で定められている日数

→部署等で所定労働日数が異なる場合
（例）

・Ａ部署 従業員３０人 所定労働日数２５４日
・Ｂ部署 従業員６０人 所定労働日数２６３日

（（３０人×２５４日）＋（６０人×２６３日））／９０人＝２６０日

小数点切り下げ
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新様式特第８号

・「（５）休業手当等の支払い率」欄

⇒ 就業規則、休業協定によって定め
られている休業手当の支払い率

→支払い率が人によって異なる場合は、部署ごとに異なる
場合や正社員とパート社員で異なる場合は支払い率の低
い方を計算に使用すること。

→１日休業と短時間休業で異なる場合はそれぞれの支払い
率を用いて計算すること
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新様式特第９号

・休業を実施した雇用保険被保険者個々の
実績を記載していただきます。

⇒ 対象者に離職等が合った場合は、その事由が生じた年月日を
①欄に記載してください。

→③～⑥欄については、離職等の場合はその事実が生じた日
までが対象の日となります。（転入の場合は、生じた日以
降が対象となる日となります。）

・「①氏名」欄のついて
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新様式特第９号

・「⑤短時間休業」欄について

⇒ 判定基礎期間内の短時間休業の延べ時間数を記入して
下さい。（３０分未満は切り捨てとなります。）

・「⑥教育訓練」欄について

⇒ 全日１日か半日０．５日の延べ日数の記載となります。
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新様式特第９号

・「⑪代表的な１日の所定労働時間」欄について

⇒ 就業規則に規定されている所定労働時間
を記載して下さい。

労働者ごとに異なる場合は、代表的な時
間を記載し下さい。

・「⑫短時間休業」欄について

⇒ ⑨の合計／⑪の時間で除した数（小数点以下切り上げ）
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新様式特第９号

・「⑭休業対象者」欄及び「⑮教育訓練対象者数」欄について

⇒ 休業と教育訓練の両方を行った者は⑭及び⑮の両方に
計上して下さい。
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緊急雇用安定助成金
対象者が雇用保険被保険者以外の労働者の場合

※緊急雇用安定助成金については、教育訓練は対象ではありません。
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様式第２号（２）

・各項目については、ほかの様式の転記部分を記載しておりま
すので、確認して記載をお願いいたします。

※助成金の助成額の上限は８，３３０円です。
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様式第１号（３）

・「④短時間休業」欄について

⇒ 判定基礎期間内の短時間休業の延べ時間数を記入して
下さい「。（３０分未満は切り捨てとなります。）
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様式第１号（３）

・「⑧代表的な１日の所定労働時間」欄について

⇒ 就業規則に規定されている所定労働時間を記載し下さい。
労働者ごとに異なる場合は、代表的な時間を記載して下さい。

・「⑨短時間休業」欄について

⇒ ⑦の合計／⑧の時間で除した数（小数点以下切り上げ）
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提出方法
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提出方法

➢「各都道府県労働局助成金センター」に来所または
必要書類を郵送にて提出
※厚生労働省ＨＰをご確認下さい。

・簡易書留や特定記録などの申請の記録が残る方法で
お送り下さい。
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※なお、５月中にオンラインでの申請ができるよう準備を
進めております。詳細については、あらためて厚生労働
省ＨＰで公表いたしますので、お問い合わせはお待ち下
さい。



提出方法

➢「都道府県労働局助成金センター」において書類の確認

→申請書の記入漏れや書類の不備がある場合は、その旨
を記載した手紙とともに、申請書類一式を返送します。

その場合、不備を修正した上で、再度郵送いただく
ことになりますので、記入漏れや添付漏れがないか
いま一度ご確認をお願いします。

※誤字や修正がある場合は、二重線にて修正して下さい。
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厚生労働省ホームページに、「雇用調整
助成金ＦＡＱ」を掲載していますので、
詳細についてはそちらをご覧下さい。
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